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運営委託⽅式（コンセッション⽅式）について
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・運営委託⽅式（コンセッション⽅式）…⺠間資⾦等に活⽤による公共施設等の整備等の促進に関する法
律（PFI法）第2条第6項に規定する公共施設等運営事業このこと。利⽤料⾦の徴収を⾏う公共施設につ
いて、施設の 所有権は公共主体が有したまま、施設の運営権を⺠間事業に設定する⽅式。本市では、
運営委託⽅式と呼ぶ。

・⺠間事業者による安定的で⾃由度の⾼い運営を可能にすることで、利⽤者ニーズを反映した質の⾼い
サービスが期待できる。



公共が最終責任者として、しっかりグリップする仕組み
予算の単年度主義など公共で運営する場合の制約がなく、維持管理と改築更新を包括的に実施することで、⽇々の運

転管理の中で設備の問題点を⾒つけながら効果的に改築更新でき、効率化を進めることができる。業務遂⾏においては、
具体的な作業内容やそのやり⽅は⺠間事業者（運営権者）の裁量に任せるので、⺠間ならではの独⾃ノウハウや創意⼯
夫を発揮しやすくなり、市が求める以上の効率化や⾼品質化を図ることが期待できる。

⼀⽅、⽔質や料⾦、災害時の対応を含む業務全般にわたり、ひとつひとつの業務について守られるべき品質基準など
を契約や要求⽔準書で定め、公共がその執⾏状況を監視指導することで、良質なサービスを確保する仕組みでもある。
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公共施設等運営事業（コンセッション事業）とは

⺠間事業者

運営（維持管理 ・更新投資） 利⽤

料⾦

運営権
設定

施設所有・事業全体経営

契約

利⽤者
（運営権者）

契約事項
要求⽔準

法令

管理者（公共）
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完全⺠営化

⺠間事業者

運営（維持管理 ・更新投資）
利⽤

料⾦

施設所有・事業全体経営

利⽤者法令

監督
機関

管理者（公共）

完全⺠営化では、公共による契約を通じた統治がない
完全⺠営化は、特定の⺠間事業者に事業主体や資産を完全に移転するもの（例：電電公社からNTT、国鉄からJRの

⺠営化）。完全⺠営化では、公益性について、実質的に⺠間事業者の良⼼に委ねられるのに対し、運営委託⽅式では、
競争で選ばれた⺠間事業者との契約によって災害発⽣時の対応や料⾦等に関する公益性を確保することができる。

完全⺠営化は、特定の事業者が半永久的に事業を⾏うのに対して、運営委託⽅式は、期間を定めて契約に基づき実
施される。
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参考 完全⺠営化との⽐較

運営委託⽅式 完全⺠営化

1.資産保有 資産は公共が保有 ⺠間へ資産を譲渡し、⺠間が保有

2.公益性の確保
公共が必要だと判断する事項、例
えば災害時対応や料⾦に関する事
項を契約に定めて公益性を確保

法令等による規制の他は
⺠間の判断に委ねられる

3.競争性の確保 事業者を⼀定期間毎に競争で選定 特定の事業者が半永久的に⾏う



浜松市公共下⽔道終末処理場（⻄遠処理区）運営事業
・実施契約の基本的な考え⽅
・モニタリングの状況
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浜松市公共下⽔道終末処理場（⻄遠処理区）運営事業の概要

⻄遠浄化センター

阿蔵中継ポンプ場

浜名中継ポンプ場

⻄遠処理区

＜事業概要＞
⼈⼝：80.6万⼈
対象事業：処理場（1箇所）・ポンプ場（2箇所）（⻄遠処理区＝浜松市内最⼤処理区）

の維持管理・機械設備改築更新
事業期間：20年間（平成30年4⽉1⽇ 〜 平成50年3⽉31⽇）

運営権者：浜松ウォーターシンフォニー株式会社
代表企業：ヴェオリア・ジャパン（株）
構成員 ：ヴェオリア・ジェネッツ（株）、ＪＦＥエンジニアリング（株）

オリックス（株）、東急建設（株）、須⼭建設（株）

・効率的な維持管理や改築
・VFM 14.4%（優先交渉権者提案時）
・運営権対価：25億円

平成23年度／公共施設等運営権活⽤検討業務

平成25年度／⻄遠流域下⽔道事業調査業務

平成28年4⽉／静岡県から事業移管

平成17年7⽉／12市町村合併（7処理区編⼊）
（⻄遠流域下⽔道区域がすべて浜松市に ）

平成23年／PFI法改正（コンセッション⽅式の制度化）

■コンセッション導⼊の経緯

●市では⾏財政改⾰の⼀環として組織のスリム化に取り組んでおり、
移管に伴い本処理区に従事する職員について⼤幅な増員は難しい状況にあった。
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参考 ⻄遠浄化センター
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●供⽤開始：昭和61年10⽉ ●処理⽅式：⽔処理…標準活性汚泥法、汚泥処理…濃縮－脱⽔－焼却
●処理能⼒（⽇最⼤）：全体計画…400,000㎥/⽇、現状…200,000㎥/⽇ ●⽔処理系列数：全体計画…8系列、現状…4系列
●処理⼈⼝：全体計画…564,680⼈ 現在…469,845⼈ (平成29年度下⽔道事業年報） ●排除⽅式…分流式

提供：旧静岡県下⽔道公社



実施契約の基本的な考え⽅

第5条と第7条によって “頑張りが⾜らなければ⾃⾝が損をし、
頑張れば報われる” ことが約束されている

収⼊は、サービス対価ではなく、直接ユーザーから受け取るということを定めており、逆に⾔えば、事業にかか
る費⽤はすべて運営権者が負担することを規定。（追加費⽤の補填がないことも別途、規定）すなわち、責任ととも
に広範な裁量を与え、⾃らの努⼒でコストをコントロールすれば、収益を増やすことができる。

何か問題が⽣じて費⽤が増えた場合でも、モニタリングを⾏っている市に対し費⽤負担を求めることはできない。
裏を返せば、市に対して逐⼀お伺いを⽴てなくても要求⽔準や法令を遵守していれば事業運営は運営権者の裁量に任
せるという意味が込められている。

（本事業の収⼊）
第5条 本事業において運営権者が収受する利⽤料⾦は、運営権者の収⼊とする。

（責任の負担）
第7条 運営権者は、本契約に別段の規定がある場合を除き、本事業の実施に係
る⼀切の責任を負うものとする。また、運営権者は、本契約に別段の規定があ
る場合を除き、本事業の実施に要する費⽤をすべて負担する。
2 運営権者は、本契約において別段の規定のある場合を除き、運営権者の本事
業の実施に関する市による承諾、確認若しくは⽴会⼜は運営権者からの市に対
する報告、通知若しくは説明を理由として、いかなる本契約上の運営権者の責
任をも免れず、当該承諾、確認若しくは⽴会⼜は報告、通知若しくは説明を理
由として、市は何ら責任を負担しない。
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モニタリングの体制
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経営、改築及び維持管理の３部⾨を対象に
⽉ごと、四半期ごと、年度ごとに分けてチェック
・運営権者によるセルフモニタリングは、セルフモニタリング実施計画書に従い実施
・市モニタリングは、対象業務毎に専⾨性を活かして、各担当課が⾏う
・第三者モニタリングは、⽇本下⽔道事業団が⾏う

運営権者

経営業務

改築業務

維持管理業務

任意事業

第三者
機関

浜松市

モニタリング事務局

総務課 施設課⼯事課

P
A D
C

セルフモニタリング

⻄遠
協議会

紛
争
の
調
整

紛争の調整

協定

第
三
者
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

市
モ
ニ
タ
リ
ン
グ



モニタリングの⽅法
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86項⽬からなる要求⽔準書、業務内容により176の確認事項

・①書類による確認
②会議体による確認
③現地における確認

・モニタリング実施計画書（運営権者のセルフモニタ
リング実施計画書含む）は市ホームページで公開。

・重要項⽬については抜き打ち調査も実施
・これまでのところ環境への影響が⼤きい放流⽔質に

ついて毎⽉調査を⾏っているほか、実務に則した
チェックをしている。

・抜き打ち調査の事例として、市は毎⽉放流⽔の検査
を実施。



書類によるモニタリング：⽉次業務報告書
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出典：浜松ウォーターシンフォニー株式会社 11⽉報告書



書類によるモニタリング：⽉間維持管理報告書
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出典：浜松ウォーターシンフォニー株式会社 11⽉報告書



書類によるモニタリング：セルフモニタリング確認様式
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出典：浜松ウォーターシンフォニー株式会社 11⽉報告書



モニタリング情報等の公開

市によるモニタリング結果の公表
・維持管理業務に係る市モニタリング結果のうち、市

が必要と認めた事項を、⽉次で市ホームページにお
いて公表する。

・市及び第三者機関が作成したモニタリング結果年次
報告書を、市ホームページにおいて公表する。

運営権者による情報の公開
・運営権者は、セルフモニタリング結果報告書を年1

回公開するほか、維持管理情報、改築⼯事情報及び
経営情報等を、定期的に公開する。
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出典：浜松ウォーターシンフォニー株式会社セルフモニタリング実施計画書

会議体によるモニタリング 四半期業務報告会（平成31年1⽉17⽇）



参考 浜松ウォーターシンフォニー ホームページ

15出典：浜松ウォーターシンフォニー株式会社ホームページ



浜松市公共下⽔道終末処理場（⻄遠処理区）運営事業
・運営権者の取り組み
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・⺠間の調達⽅法の⼯夫により電気コスト削減

・内部の熟練技術職員による機器点検・修繕による維持管理コスト削減

・省エネ型の機器への改築（散気装置）で省電⼒化

・処理コスト削減を⽬指した特殊な菌を使った汚⽔処理実験開始

・正規雇⽤の増加

浜松ウォーターシンフォニー（ＨＷＳ）の取り組み

写真出典：浜松ウォーターシンフォニー

平成31年2⽉時点
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頑張らないと損する仕組み（規律を持たせる）
契約期間を20年間と⻑期にすることに加え、運営権者は事業開始当初から運営権対

価を⽀払うことや期間中の改築費の⼀部を負担することで投資リスクを負う。投資回
収するためには、利⽤料⾦等の限られた収益の下、継続的かつ効率的な運営をしない
と運営権者⾃らが“損する”仕組みとした。

18

ＨＷＳに積極的かつ能動的な取り組みを促すもの

運営権者の収益と投資

運営権対価

収益（利⽤料⾦）

分割⾦

改築

1/4前払⾦

改築費⾃⼰負担

⻄遠処理区使⽤者

運営権
対価

収益

投資

1年⽬ 2年⽬ 3年⽬ 4年⽬ 5年⽬・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・20年⽬



例１ 浜松ウォーターシンフォニーによる取り組み
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消臭剤⾃動添加システム
⽣物脱臭設備の⼊⼝のH2S 濃度と泥温に連動して添加量を最適化する仕組み。



例２ 浜松ウォーターシンフォニーによる取り組み
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循環型流動焼却炉 リターン管閉塞対策
焼結物によるリターン管閉塞対策として、維持管理性を考慮して焼結抑制助剤を添加することで、

低融点物質の焼結物⽣成を抑制する⼿法について、仮設設備による検証試験を実施



例３ 浜松ウォーターシンフォニーによる取り組み
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特殊な菌による汚⽔処理の実験
⾼濃度有機性排⽔の処理において実⽤化されている特殊な菌処理について、
⻄遠TCにおける適⽤実験を開始。余剰汚泥量及び臭気の減少が期待される。



参考

浜松市公共下⽔道終末処理場（⻄遠処理区）運営事業
・スキーム
・事業者選定結果等

（略称：⻄遠運営委託事業）



⻄遠処理区

下⽔道処理区 ⻑い管きょ延⻑3,587km

⼤⼩様々な11の処理区

⼈⼝普及率80.8％
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浜松市下⽔道事業の概要

昭和41年／中部浄化センター運転開始（通⽔）

昭和61年／⻄遠処理区供⽤開始

平成17年／12市町村合併（7処理区編⼊）

昭和34年／事業着⼿

●⾏政⼈⼝804,989⼈、排⽔⼈⼝650,722⼈、⼈⼝普及率80.8％
●年間汚⽔処理量92,850,870m3 ●管きょ延⻑3,586.8km (平成29年度下⽔道事業年報）

⻄遠浄化センター

中部浄化センター

城⻄浄化センター



分散していた経営資源を運営権者に集約すること
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下⽔道事業の経営実態と運営委託⽅式の対象 概念図

ヒト（維持管理）

モノ（投資）
カネ（財源）

情報※

公共直営・⺠間委託 ⺠間委託 ⺠間委託

公共発注、⺠間施⼯ 複数メーカー混在 複数メーカー混在

使⽤料・補助⾦・受益者負担⾦ 使⽤料・補助⾦ 使⽤料・補助⾦

公共 公共・⺠間散在 公共・⺠間散在

管きょ 終末処理場
⽔処理

汚泥処理

※情報の例(保有者)： 機器特性(納⼊メーカー)
運転ノウハウ(受託業者)
アセットデータ(公共・コンサル)

コンセッション対象

ポンプ場

経営資源
分布

（ヒト モノ カネ 情報）



⻄遠運営委託事業 スキーム全体図
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運営権者
義務事業・附帯事業

【対象施設】
処理場・２ポンプ場
(⼟⽊・建築の改築は除く）

経営
利⽤料⾦(10/10)

維持管理
利⽤料⾦(10/10)

改築
市負担分(9/10)

浜松市
【対象施設】

管きょ
処理場・２ポンプ場の⼟⽊・建築

⻄遠処理区

使⽤者

国

利⽤料⾦収受委託

利⽤料⾦

使⽤料

改築費国補助⾦

改築費（市負担分）

財源：国補助⾦（5.5/10）
市起債（3.5/10）
※補助率が⾼率の場合利⽤料⾦(1/10)

※運営権者が⽀払った改築費1/10のうち
事業期間終了以降に係る減価償却費等相当額は、
事業期間終了後に市が⽀払う

運営権設定

運営権対価

運営権実施契約

運営権者

任意事業
（独⽴採算）

モニタリング

⻄遠運営委託事業

事業期間：20年間

浜松市公共下⽔道⻄遠処理区



附帯事業

経営

改
築

維
持
管
理

部分型コンセッション 経営・改築・維持管理を⼀体化
運営権者の事業対象範囲は、⻄遠処理区のうち、⻄遠浄化センターと2ポンプ場を対象とした。⻄遠処理区

の管きょは⽐較的新しく、本格的な更新時期を迎えていないこと、維持管理は他の処理区と⼀括して市が⾏
う⽅が効率的であることから、運営権者の対象施設外とした。

対象とした施設の範囲は、⼟⽊・建築物の改築を除き全て運営権者に委ね、⾃由な提案を求めた。なお、
附帯事業及び任意事業の提案も可能とした。

26

スキームの特徴１ 事業範囲

義務事業

運転

修繕

計画

設計

⼯事

任意事業

浜松市公共下⽔道⻄遠処理区

事業範囲

特定事業

これまでの
委託・発注範囲

例：消化ガス発電
固形燃料化等

例：太陽光発電
⾵⼒発電等

⻄遠運営委託事業



利⽤料⾦は、⼀定の割合を乗じて算出
料⾦改定の提案権限を付与

市内受益者間の公平性の観点から、使⽤者が⽀払う料⾦は、⻄遠処理区も他の処理区も同⼀とした。
使⽤者は、市に使⽤料を、運営権者に利⽤料⾦を⽀払うこととし（浜松市下⽔道条例で規定） 、利⽤料⾦

は、総額に 利⽤料⾦設定割合を乗じて算定する。
運営権者は、使⽤料等の料⾦決定権限を持たず、また、⼈⼝動態・事業所数などを直接管理できないことか

ら需要リスクの全てを移転することは困難である。したがって、事業環境に著しい変化が発⽣した場合、利⽤
料⾦設定割合の改定協議を⾏うこととした。また、利⽤料⾦の⾃主性と収益の安定性をある程度確保するため、
5年に1回、料⾦の改定（使⽤料等及び利⽤料⾦設定割合）に関する提案権限を与えた。
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スキームの特徴２ 利⽤料⾦の仕組み

利⽤料⾦
￥

運営権者

浜松市使⽤料

利⽤料⾦

⻄遠処理区

使⽤者

総額（使⽤料等）は条例に基づき汚⽔排出量に従い算出（市内同⼀料⾦）

利⽤料⾦設定割合 23.8% 総額×23.8％

総額－利⽤料⾦

⻄遠運営委託事業



国補助⾦

運営権者は、経営・維持管理費⽤の全てと改築費の⼀部を負担する
運営権者は、収受する利⽤料⾦を通して費⽤を回収する。
改築費の⽀払いを1/10とした理由は、事業期間中の改築に係る減価償却費逓増により法⼈税負担が

過度に偏ることを避けつつ、効率的な改築へのインセンティブを働かせるため。改築費の残りは市負
担とし、国補助⾦を活⽤することから、混合型コンセッションとなる。
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スキームの特徴３ 利⽤料⾦と費⽤負担の関係

￥

改築に
要する
費⽤

使⽤料

利⽤料⾦

利⽤料⾦設定割合 23.8％

①経営

②改築

③維持
管理

修繕費
ユーティリティ費
処理場等運転費
保守管理費
利⽤料⾦収受費
廃棄物処理費
その他費⽤

⼀般管理費
⽀払利息
租税公課

④利潤

条例で定める範囲
（3割を上限）

利⽤料⾦の構成

運営権者
費⽤負担

⻄遠処理区
料⾦総額
（使⽤料等）

COST ※運営権者が⽀払った改築費1/10のうち
事業期間終了以降に係る減価償却費等相当額は、
事業期間終了後に市が⽀払う

②改築費
運営権者負担

9/10
市負担

1/10
※

⻄遠運営委託事業



その他
収益⾒込

運営権対価提案⽅式
市は、コンセッションによる⼀定の効率化を⾒込んで提案に⽤いる利⽤料⾦設定割合を設定（提案時27％）。

応募者は、収⼊、コスト、租税公課及び利潤をシミュレーションし、運営権対価を提案するスキームとした。
運営権対価提案額を「0円以上」としたのは、0円だとしても市直営より効率化されることから。

また、提案内容を“⾃由”としていることから、附帯事業・任意事業の有無で応募者ごとに収⽀構造が異なる
ことが想定される。その場合でも、運営権対価を定量的評価項⽬とすることで公平な評価が可能となる。
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スキームの特徴４ 運営権対価

対価

想定
コスト

利⽤料⾦
⾒込

コスト
縮減効果

増収効果

前払⾦(1/4) 分割⾦

運営権
対価

運営権対価前払⾦は、運営権者帰責事由契約解除の際
は、返還されない。事業者選定時の過剰競争を防ぎ、
事業期間中の安易な撤退を防ぐことが狙い。

1年⽬ 2年⽬ 3年⽬ 4年⽬ 5年⽬・・・・・・・・・ 20年⽬

⻄遠運営委託事業



これまでは、計画策定、設計、施⼯を
年度ごとに個別に発注していた。
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参考 これまでの改築フロー

市

5年間
改築計画

策定

確認

予算
要求

計画提出国

単年度
発注

単年度
発注

単年度
発注

単年度
発注

単年度
発注

交付
申請

交付
申請

交付
申請

交付
申請

交付
申請

補助⾦⼿続き

予算
要求

予算
要求

予算
要求

予算
要求

設計

施⼯
設計

施⼯
設計

施⼯

設計

施⼯
設計

施⼯
設計

施⼯

設計

施⼯
設計

施⼯
設計

施⼯

設計

施⼯
設計

施⼯
設計

施⼯

設計

施⼯
設計

施⼯
設計

施⼯

改築

個別発注先
（公共発注）



設計

施⼯
設計

施⼯
設計

施⼯

ワンストップの改築体制
コンセッションでは運営権者に改築業務を⼀括して委ねることで、計画策定＞設計＞施⼯が⼀気通貫になる。

加えて、PFI事業が国の⼀括設計審査（全体設計）の対象となったことで5年単位の審査・申請が可能となった。
これらにより、発注単位・発注時期・発注⽅法を柔軟に運⽤することで、より効率的な業務フローが実現する。

市と運営権者は、運営権者が策定した5年間の改築計画を基に、「改築実施基本協定」を締結し、さらに年度
単位の改築業務内容について「年度実施協定」を締結する。
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スキームの特徴５ コンセッションでの改築フロー

市

5年間
改築計画

策定

確認 改築実施
基本協定

予算要望
全体設計計画提出国

改築

設計

施⼯
設計

施⼯
設計

施⼯

設計

施⼯
設計

施⼯
設計

施⼯

年度
実施
協定

年度
実施
協定

年度
実施
協定

年度
実施
協定

年度
実施
協定

5年間

設計

施⼯
設計

施⼯
設計

施⼯

設計

施⼯
設計

施⼯
設計

施⼯

交付
申請

交付
申請

交付
申請

交付
申請

交付
申請

補助⾦⼿続き

優先
配分

運営権者
（⺠間発注）

⻄遠運営委託事業
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事業者選定⼿続き

H27.6.1 12.11 H28.2.29 4.12 5.31 8.5 8.23 9-10 12.5 H29.3.21 H29.10 H30.4.13.31

事業者選定の経緯
●PFI法第11条に規定する客観的な評価を⾏うため、学識経験を有する者等からなるPFI専⾨委員会を設置。（H27.7)
●公募型プロポーザル⽅式による公募の開始。(H28.5)
●2者から参加表明があり、資格審査を⾏った。（H28.8）
●PFI専⾨委員会による提案審査の結果、優先交渉権者が選定された。（H29.3）
●優先交渉権者が設⽴した浜松ウォーターシンフォニー株式会社(HWS)に運営権を設定。(Ｈ29.10)
●本事業開始。(H30.4)

⻄遠運営委託事業



2者から応募があった。

いずれのグループの提案も優れていた。
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応募者と提案内容

SPCが運転維持管理を直接実施
することにより⾃⼒執⾏⼒を
⾼めることによる「効率化」
や「創意⼯夫」、地元企業と
の協業を通じた「地域経済と
の調和」についての具体的な
⽅策を提案。

SPCの効率的な運転維持管理に
関する提案と共に、「安定」
「改善」「創出」を基軸とし
た下⽔道事業の運営に関する
具体的な⽅策を提案。

Bグループ
⽇⽴・ウォーターエージェンシー

グループ

Aグループ
ヴェオリア・JFEエンジ・オリックス

・東急建設・須⼭建設グループ

⻄遠運営委託事業



Aグループが選定された。

選定結果
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項 ⽬ 配点 Aグループ Bグループ
Ⅰ 施設運営⽅針に関する項⽬ 60 45.54 33.93

１ 全体事業計画 15 12.32 9.64
２ 業務体制等 15 11.79 7.50
３ 収⽀計画等の妥当性 20 12.86 11.43
４ 地域貢献（地域の活性化） 10 8.57 5.36

Ⅱ 事業提案（計画）に関する項⽬ 100 62.32 58.04
１ LCC縮減に関する妥当性 20 10.00 10.71
２ 改築に関する項⽬ 30 21.07 15.89

(1)実⽔量に応じたポンプ設備の改築技術 5 3.75 2.86
(2)環境負荷低減に繋がる汚泥処理設備の改築技術 20 13.57 10.71
(3)施設管理業務の効率化に関する中央監視設備の改築技術 5 3.75 2.32

３ 維持管理に関する項⽬ 30 16.25 21.44
(1)負荷変動に対応する強靭な下⽔処理 15 7.50 11.79
(2)持続性のある汚泥処理 10 5.71 6.79
(3)設備保全及び環境保全のための効果的な対策 5 3.04 2.86

４ リスク対応、モニタリング 20 15.00 10.00
(1)リスクへの対応 10 7.86 6.79
(2)適正な管理 10 7.14 3.21

Ⅲ 運営権対価に関する項⽬ 40 40.00 19.20
合 計 200 147.86 111.17

総合審査 得点結果
Aグループ

運営権対価
40点

Bグループ

運営権対価
19.2点

運営提案
60.54点

運営提案
43.93点

技術提案
47.32点

技術提案
48.04点

※棒グラフ：評価項⽬Ⅱ-1・2・3を技術提案、それ以外（対価除く）を運営提案として区分

⻄遠運営委託事業



ＶＦＭ7.6％→14.4％ 86.6億円まで拡⼤
使⽤者負担のみならず国費も縮減

期待される事業費縮減効果（VFM)

35

提案
LCC

513.9
億円

14.4 ％減市想定 7.6 ％減

※PSC及びLCCは現在価値換算後
※市想定VFMは特定事業の選定時
※PSC：公共が⾃ら事業を実施する場合の事業費

LCC：PFI事業として実施する場合の事業費
VFM(Value For Money)：PSC－PFI LCC

PSC

600.5
億円

浜
松
市

市想定
LCC

25億円
運営権対価

⻄遠運営委託事業



⺠間の活⼒や創意⼯夫を活かした事業運営がＶＦＭの源泉

VFMの源泉
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提案
LCC

513.9
億円

ＶＦＭ
86.6億円

14.4 ％減

※PSC及びLCCは現在価値換算後
※PSC：公共が⾃ら事業を実施する場合の事業費

LCC：PFI事業として実施する場合の事業費
VFM(Value For Money)：PSC－ LCC

PSC

600.5
億円

維持管理と改築を⼀体的に⾏うこと
によるライフサイクルコストの縮減

ＩＣＴ技術等の導⼊による効率化

公共調達の制約を受けない
設計・調達上の⼯夫

例：効率的な機器への更新による
ユーティリティ費縮減

例：保守管理・点検業務・プロセス⽀援システム導⼊
による運転⼈⼯の最適化

例：設計・施⼯⼀体発注
⻑期・⼀括購⼊
発注・⼯期適正化及び平準化
市側発注事務の削減

a

⻄遠運営委託事業
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